
富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業補助金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業実施要綱（以下

「実施要綱」という。）に基づく事業を実施するにあたり、富山市スマートシティ推

推進プラットフォームの会員企業が行う実証事業を支援するため、富山市補助金等交

付規則（平成１７年富山市規則第３６号。以下「規則」という。）第２４条の規定に

基づき、必要な事項を定める。

（補助金の交付）

第２条 市長は、補助事業者に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものと

する。

（補助事業者）

第３条 補助金の補助事業者は、実施要綱第７条第２項の規定により選定された実証事

業の提案者とする。

（対象経費）

第４条 補助金の交付対象となる支出は、第７条に規定する交付決定を受けた日から実

証事業完了又は市が指定する期日までの間に契約、購入等を行ったものに限ることと

し、その対象となる経費は、別表１に定める経費とする。ただし、営利のみを目的と

した取組に係る経費、企業や個人の資産形成につながる経費及び事業実施者の経常経

費等のほか、次に掲げる経費は対象外とする。

(1) 補助対象物件や所定の帳簿類(見積書、契約書、納品書、請求書、領収書、振込

控等)の確認が出来ない経費

(2) 各種税金(収入印紙や消費税及び地方消費税含む)、各種保険料、振込手数料等の

各種手数料等の経費

(3) 飲食費、国外への交通費(国外での交通費含む)等の経費

(4) 水道光熱費、燃料費等の経費

(5) 賃貸借物件等の保証金、敷金、仲介手数料等これに類する経費

(6) 参考文献、図書、資料購入費等の経費

(7) 企業活動を行う上で当然備えているべき機器･備品･消耗品等の経費(机、椅子、

棚等の什器、事務機器、文房具等の事務用品等)

(8) 実績や進捗状況確認検査や報告会への参加経費、事務局等との事務打合に係る経

費

(9) 交付決定日以前から借用している機械機器等の賃借料等の経費

(10) 懇談会や研修会、講習会、セミナー参加費等の補助事業に直接関係があると認

められない経費



(11) 他社発行の手形により支払われている経費

(12) その他補助対象事業の経費として内容及び使用数量の明確な特定が困難な費用

に係る経費

（補助金の額）

第５条 補助金の額は、対象経費の３／４に相当する額（千円未満切捨て）とし、１事

業あたりの補助金の限度額は５００万円とする。

２ 委託料については、対象経費総額の１／２に相当する額（千円未満切捨て）を限

度額とする。

（交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、富山市スマートシティ推進プロ

ジェクト創出事業補助金交付申請書（様式第１号）を提出しなければならない。

（交付決定の通知）

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その適否を審査し、適当と認

められるときは補助金の交付を決定し、富山市スマートシティ推進プロジェクト創出

事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。

（実績報告）

第８条 補助事業者は、補助事業を完了したときは、市が指定する期日までに富山市ス

マートシティ推進プロジェクト創出事業実績報告書（様式第３号）及び事業収支決算

書（様式第４号）を提出しなければならない。

（額の確定通知）

第９条 市長は、前条の規定により実績報告があったときは、報告書等の書類の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により当該補助事業に交付する補助金の額を確定し、

富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業補助金額確定通知書（様式第５号）

により補助事業者へ通知するものとする。

（請求の手続き）

第１０条 前条に規定する通知を受けた補助事業者は、市が指定する期日までに補助金

を請求しなければならない。

（関係帳簿等の整備）

第１１条 補助事業者は、補助事業に係る収支の状況を明らかにした帳簿又は証拠書類

を整備し、当該実証事業完了の日の属する会計年度の翌会計年度から５年間保存しな

ければならない。

附 則

この要綱は、令和６年４月１８日から施行する。



この要綱は、令和７年４月４日から施行する。



別表１（第４条関係）

細目 費用例

賃金 本事業の実施のために必要な人件費

※人件費単価、本事業に従事した時間とその他の業務時

間を確認できるよう、作業日報、雇用関係書類等を作成

する必要あり

報償費 講師や外部人材等への諸謝金など

旅費 国内の交通費、宿泊費

※市の旅費規程等を基準とし、社会的常識の範囲を超え

ない妥当な単価によるものに限る。

需用費 本事業の実施に必要な物品（備品、原材料に含まれない

もの）の取得、制作等に要する消耗品費、印刷製本費等

の経費

役務費 通信運搬費（電話代・インターネット利用料金は対象外）、

広告料、保険料、手数料など

委託料 補助事業者が直接実施することができないもの又は適当

でないものについて、他の事業者に委託する場合の経費

※委託内容、金額が明記された契約書を締結し、委託す

る側である補助事業者に成果物等が帰属する必要あり

使用料及び賃借料 会場借上料、バス借上料、コピー使用料、施設入場料、

リース、レンタル料など

原材料費 研究開発や試作品の製作、サービスの試行、実証実験等

を行うために必要な材料や副資材の購入に要する経費

※受払簿を作成し、その受払いを明確にするとともに、

試作、開発等の途上で発生した仕損じ品やテストピース

等を保管しておく必要あり

備品購入費 研究開発や試作品の製作、サービスの試行、実証実験等

を行うために必要な機器、設備類等の購入に要する経費

※事業終了後も事業者が継続使用する備品については、

その耐用年数における１年分の費用

※汎用性が高く、使用目的が特定できないもの（PC 等）

は対象外

その他 上記の他、市長が特に必要と認める経費



様式第１号（第６条関係）

富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業補助金交付申請書

年 月 日

（宛先）富山市長

申請者 所 在 地

名 称

代表者氏名

年度において、富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業の補助対象事業と

して実証実験を実施するため、富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業補助

金交付要綱第６条の規定により、次のとおり申請します。

記

１ 交付申請額 円



様式第２号（第７条関係）

富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業補助金交付決定通知書

年 月 日

様

富山市長

年 月 日付けで申請のありました 年度富山市スマートシティ推進プロジェ

クト創出事業補助金について、富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業補助

金交付要綱第７条の規定により、次のとおり交付を決定しましたので通知します。

記

補助金額 金 円

（担当）

（TEL）



様式第３号（第８条関係）

富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業実績報告書

年 月 日

（宛先）富山市長

申請者 所 在 地

名 称

代表者氏名

年 月 日付け 第 号で交付決定のありました 年度富山市スマー

トシティ推進プロジェクト創出事業補助金について、富山市スマートシティ推進プロ

ジェクト創出事業補助金交付要綱第８条の規定により、事業の実績を報告します。

記

１ 添付書類

(1) 事業報告書

(2) 収支決算書（様式第４号）



様式第４号（第８条関係）

富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業収支決算書

年 月 日

（支 出） （単位：円）

（収 入） （単位：円）

（備考）
１ 富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業補助金交付要綱別表１に掲げる
補助対象経費一覧を参照の上、消費税を差し引いた金額を記入してください。

２ 市の補助金（総額 500万円を上限）を使用しない項目も含めて、実証事業に係る費
用の全額を記入してください。

３ 支出金額と収入金額の合計が一致するように記入してください。
４ 自己資金は捻出の根拠、借入金は借入先を摘要欄に記入してください。
５ 行が足りない場合は、適宜追加してください。
６ 必要に応じて、根拠資料等を提出していただく場合があります。

項目 支出金額 積算根拠

補助対象
経費

補助対象経費小計
補助対象
外経費

補助対象外経費小計

合計

項目 収入金額 摘要
補助金（見込み）
自己資金
借入金
その他

合計



様式第５号（第９条関係）

富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業補助金額確定通知書

年 月 日

様

富山市長

年 月 日付けで申請のありました 年度富山市スマートシティ推進プロジェ

クト創出事業補助金について、富山市スマートシティ推進プロジェクト創出事業補助

金交付要綱第９条の規定により、補助金額を次のとおり確定しましたので通知します。

記

確定額 円

（担当）

（TEL）


